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寒 川 町 民 憲 章寒 川 町 民 憲 章寒 川 町 民 憲 章寒 川 町 民 憲 章     

 

昭和昭和昭和昭和５５５５５５５５年年年年１１１１１１１１月月月月１１１１日制定日制定日制定日制定      

 

 

    寒川寒川寒川寒川はははは、、、、相模川相模川相模川相模川のほとりのほとりのほとりのほとり、、、、水水水水とみどりにとみどりにとみどりにとみどりに恵恵恵恵まれたまれたまれたまれた自然自然自然自然とととと、、、、歴史歴史歴史歴史とととと伝統伝統伝統伝統にににに

はぐくまれたはぐくまれたはぐくまれたはぐくまれた文化文化文化文化のあるまちですのあるまちですのあるまちですのあるまちです。。。。 

    わたくしたちはわたくしたちはわたくしたちはわたくしたちは、、、、このまちをこのまちをこのまちをこのまちを愛愛愛愛しししし、、、、限限限限りないりないりないりない発展発展発展発展をねがってをねがってをねがってをねがって、、、、ここにここにここにここに町町町町

民憲章民憲章民憲章民憲章をををを定定定定めますめますめますめます。。。。 

                 

                                                                                                                                                

１１１１．．．．水水水水とみどりをとみどりをとみどりをとみどりを大切大切大切大切にしにしにしにし、、、、住住住住みよいまちをつくりましょうみよいまちをつくりましょうみよいまちをつくりましょうみよいまちをつくりましょう。。。。 

 

１１１１．．．．ゆずりあいゆずりあいゆずりあいゆずりあい、、、、力力力力をあわせをあわせをあわせをあわせ、、、、助助助助けあいましょうけあいましょうけあいましょうけあいましょう。。。。 

 

１１１１．．．．きまりをきまりをきまりをきまりを守守守守りりりり、、、、だれにもだれにもだれにもだれにも迷惑迷惑迷惑迷惑をかけないようにしましょうをかけないようにしましょうをかけないようにしましょうをかけないようにしましょう。。。。 

 

１１１１．．．．元気元気元気元気でででで働働働働きききき、、、、幸幸幸幸せなせなせなせな家庭家庭家庭家庭をつくりましょうをつくりましょうをつくりましょうをつくりましょう。。。。 

 

１１１１．．．．学学学学びあいびあいびあいびあい、、、、明明明明るいるいるいるい豊豊豊豊かなかなかなかな心心心心をををを育育育育てましょうてましょうてましょうてましょう。。。。 

 

 

 

〇〇〇〇     町町町町のののの花花花花     「「「「すいせんすいせんすいせんすいせん」」」」                         ○○○○     町町町町のののの木木木木     「「「「もくせいもくせいもくせいもくせい」」」」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○町町町町のののの鳥鳥鳥鳥「「「「ダイサギダイサギダイサギダイサギ」」」」 
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沿沿沿沿                     革革革革  

 

 

        ■■■■位置位置位置位置とととと地勢地勢地勢地勢 

     

    本町本町本町本町はははは、、、、神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県のののの中央部中央部中央部中央部をををを流流流流れるれるれるれる相模川相模川相模川相模川のののの河口河口河口河口からからからから上流約上流約上流約上流約６６６６ｋｍｋｍｋｍｋｍのののの左左左左

岸岸岸岸にににに位置位置位置位置しししし、、、、湘南湘南湘南湘南のののの一角一角一角一角をををを占占占占めていますめていますめていますめています。。。。町域面積町域面積町域面積町域面積はははは１３１３１３１３．．．．４２４２４２４２ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡でででで東東東東

西西西西２２２２．．．．９９９９ｋｍ、ｋｍ、ｋｍ、ｋｍ、南北南北南北南北５５５５．．．．５５５５ｋｍｋｍｋｍｋｍとととと南北南北南北南北にににに長長長長くくくく、、、、首都圏首都圏首都圏首都圏５０５０５０５０ｋｍｋｍｋｍｋｍ・・・・横浜横浜横浜横浜３０３０３０３０

ｋｍｋｍｋｍｋｍ圏圏圏圏にありにありにありにあり、、、、東東東東はははは藤沢市及藤沢市及藤沢市及藤沢市及びびびび小出川小出川小出川小出川をををを隔隔隔隔てててててててて茅茅茅茅ヶヶヶヶ崎市崎市崎市崎市にににに、、、、西西西西はははは相模川相模川相模川相模川をををを

隔隔隔隔てててててててて平塚市平塚市平塚市平塚市とととと厚木市厚木市厚木市厚木市にににに、、、、南南南南はははは茅茅茅茅ヶヶヶヶ崎市崎市崎市崎市にににに、、、、北北北北はははは海老名市海老名市海老名市海老名市にそれぞれにそれぞれにそれぞれにそれぞれ接接接接しししし

ていますていますていますています。。。。     

標高標高標高標高はははは約約約約５５５５～～～～２７２７２７２７ｍｍｍｍでででで、、、、おおむねおおむねおおむねおおむね平坦平坦平坦平坦なななな地形地形地形地形でででで東部東部東部東部はははは相模野台地相模野台地相模野台地相模野台地のののの南西南西南西南西

部部部部にににに位置位置位置位置しししし、、、、そのほかはそのほかはそのほかはそのほかは相模川相模川相模川相模川、、、、目久尻川目久尻川目久尻川目久尻川、、、、小出川小出川小出川小出川によってによってによってによって形成形成形成形成されたされたされたされた沖沖沖沖

積低地積低地積低地積低地となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。     

気温気温気温気温はははは温暖温暖温暖温暖でありでありでありであり、、、、首都圏首都圏首都圏首都圏のののの分散化分散化分散化分散化にともなうにともなうにともなうにともなう産業産業産業産業やややや居住地居住地居住地居住地としてとしてとしてとして発展発展発展発展

してきていますしてきていますしてきていますしてきています。。。。                                                             

 

    

    

    ■■■■あゆみあゆみあゆみあゆみ 

                                                                                                                 

明治明治明治明治２２２２２２２２年年年年にににに当時当時当時当時のののの１１１１１１１１ヶヶヶヶ村村村村がががが合併合併合併合併してしてしてして寒川村寒川村寒川村寒川村となりとなりとなりとなり、、、、昭和昭和昭和昭和１５１５１５１５年年年年１１１１１１１１

月月月月にににに町制町制町制町制をををを施行施行施行施行してしてしてして寒川町寒川町寒川町寒川町となりとなりとなりとなり、、、、そのそのそのその後昭和後昭和後昭和後昭和３０３０３０３０年年年年７７７７月月月月にににに相模川沿岸相模川沿岸相模川沿岸相模川沿岸のののの

中郡大野町中郡大野町中郡大野町中郡大野町のののの一部一部一部一部をををを編入編入編入編入しましたしましたしましたしました。。。。     

昭和昭和昭和昭和３０３０３０３０年代半年代半年代半年代半ばからのばからのばからのばからの高度成長期高度成長期高度成長期高度成長期にににに伴伴伴伴いいいい、、、、町内町内町内町内にもにもにもにも相模川沿岸相模川沿岸相模川沿岸相模川沿岸をををを中心中心中心中心

にににに工場工場工場工場がががが相次相次相次相次いでいでいでいで進出進出進出進出しししし、、、、併併併併せてせてせてせて宅地開発宅地開発宅地開発宅地開発がががが急速急速急速急速にににに進行進行進行進行したことからしたことからしたことからしたことから人口人口人口人口

がががが急増急増急増急増しはじめしはじめしはじめしはじめ、、、、昭和昭和昭和昭和４８４８４８４８年年年年６６６６月月月月にはにはにはには２７２７２７２７，，，，２００２００２００２００人人人人をををを超超超超ええええ、、、、神奈川県内神奈川県内神奈川県内神奈川県内

でででで最最最最もももも人口人口人口人口のののの多多多多いいいい町町町町となりとなりとなりとなり、、、、そのそのそのその後後後後もももも増加傾向増加傾向増加傾向増加傾向をたどりをたどりをたどりをたどり、、、、平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年にはにはにはには

４８４８４８４８，，，，００００００００００００人人人人をををを超超超超ええええ、、、、それそれそれそれ以降以降以降以降はははは概概概概ねねねね横横横横ばいにばいにばいにばいに推移推移推移推移していますしていますしていますしています。。。。     

このようなこのようなこのようなこのような都市化都市化都市化都市化のののの進展進展進展進展によりによりによりにより、、、、専業農家専業農家専業農家専業農家はははは大幅大幅大幅大幅にににに減少減少減少減少しましたがしましたがしましたがしましたが、、、、農農農農

業技術業技術業技術業技術のののの向上向上向上向上によりによりによりにより都市型農業都市型農業都市型農業都市型農業がががが盛盛盛盛んになりんになりんになりんになり、、、、施設園芸施設園芸施設園芸施設園芸やややや花花花花きききき栽培栽培栽培栽培などがなどがなどがなどが

行行行行われるとともにわれるとともにわれるとともにわれるとともに、、、、地産地消地産地消地産地消地産地消がががが進進進進められていますめられていますめられていますめられています。。。。     

町内町内町内町内をををを南北方向南北方向南北方向南北方向にににに走走走走るるるるＪＲＪＲＪＲＪＲ相模線相模線相模線相模線はははは、、、、大正大正大正大正１０１０１０１０年年年年にににに茅茅茅茅ヶヶヶヶ崎崎崎崎・・・・寒川間寒川間寒川間寒川間でででで開開開開

通通通通されされされされ、、、、大正大正大正大正１５１５１５１５年年年年にはにはにはには寒川寒川寒川寒川・・・・倉見間倉見間倉見間倉見間がががが開通開通開通開通しししし、、、、昭和昭和昭和昭和６６６６年年年年にににに宮山駅宮山駅宮山駅宮山駅がががが開業開業開業開業

されましたされましたされましたされました。。。。平成平成平成平成３３３３年年年年３３３３月月月月にににに電化電化電化電化されてスピードアップしされてスピードアップしされてスピードアップしされてスピードアップし、、、、運行本数運行本数運行本数運行本数もももも増増増増

えたことでえたことでえたことでえたことで、、、、町民町民町民町民のののの足足足足としてよりとしてよりとしてよりとしてより便利便利便利便利になりましたになりましたになりましたになりました。。。。     

またまたまたまた、、、、平成平成平成平成３３３３年年年年にはにはにはには県道相模原茅県道相模原茅県道相模原茅県道相模原茅ヶヶヶヶ崎線崎線崎線崎線のののの寒川地下道寒川地下道寒川地下道寒川地下道のののの開通開通開通開通、、、、平成平成平成平成１０１０１０１０

年年年年にはにはにはには湘南銀河大橋湘南銀河大橋湘南銀河大橋湘南銀河大橋がががが開通開通開通開通するなどするなどするなどするなど道路網道路網道路網道路網もももも着々着々着々着々とととと整備整備整備整備されていますされていますされていますされています。。。。     

さらにさらにさらにさらに、、、、平成平成平成平成１０１０１０１０年年年年にににに行行行行われたわれたわれたわれた神奈川国体神奈川国体神奈川国体神奈川国体にににに合合合合わせわせわせわせ、、、、寒川総合体育館寒川総合体育館寒川総合体育館寒川総合体育館とととと

さむかわさむかわさむかわさむかわ中央公園中央公園中央公園中央公園がががが完成完成完成完成しししし、、、、町民町民町民町民のののの憩憩憩憩いのいのいのいの場場場場となっておりとなっておりとなっておりとなっており、、、、平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年にににに

はははは、、、、寒寒寒寒川総合図書館川総合図書館川総合図書館川総合図書館・・・・寒川文書館寒川文書館寒川文書館寒川文書館がががが開館開館開館開館しししし、、、、多多多多くのくのくのくの方々方々方々方々にににに利用利用利用利用されていまされていまされていまされていま

すすすす。。。。     
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本町本町本町本町のののの玄関口玄関口玄関口玄関口となるとなるとなるとなる寒川駅北口地区土地区画整理事業寒川駅北口地区土地区画整理事業寒川駅北口地区土地区画整理事業寒川駅北口地区土地区画整理事業についてはについてはについてはについては、、、、平成平成平成平成

４４４４年年年年６６６６月月月月にににに事業決定事業決定事業決定事業決定をををを行行行行いいいい、、、、現在現在現在現在もももも完成完成完成完成にににに向向向向けけけけ着々着々着々着々とととと整備整備整備整備されていますされていますされていますされています 。。。。    

平成平成平成平成 ８８８８ 年年年年 にににに 神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県 がががが 中心中心中心中心 となってとなってとなってとなって 東海道新幹線東海道新幹線東海道新幹線東海道新幹線 のののの 新駅誘致新駅誘致新駅誘致新駅誘致 のののの 一本化一本化一本化一本化

にににに向向向向けてけてけてけて期成同盟会期成同盟会期成同盟会期成同盟会がががが設立設立設立設立されされされされ、、、、本町本町本町本町もももも期成同盟会期成同盟会期成同盟会期成同盟会のののの一員一員一員一員としてとしてとしてとして新駅設置新駅設置新駅設置新駅設置

のののの要望要望要望要望をををを行行行行ってまいりましたってまいりましたってまいりましたってまいりました。。。。このこのこのこの期成同盟会期成同盟会期成同盟会期成同盟会でででで平成平成平成平成９９９９年年年年１１１１１１１１月月月月にににに東海道東海道東海道東海道

新幹線新駅誘致地区新幹線新駅誘致地区新幹線新駅誘致地区新幹線新駅誘致地区がががが本町本町本町本町のののの倉見地区倉見地区倉見地区倉見地区にににに決定決定決定決定いたしましたいたしましたいたしましたいたしました。。。。     

またまたまたまた、、、、首都圏中央連絡自動車道首都圏中央連絡自動車道首都圏中央連絡自動車道首都圏中央連絡自動車道（（（（さがみさがみさがみさがみ縦貫道路縦貫道路縦貫道路縦貫道路））））はははは、、、、東京都心東京都心東京都心東京都心にににに集集集集中中中中

しているしているしているしている自動車交通自動車交通自動車交通自動車交通をををを分散分散分散分散しししし、、、、都心都心都心都心のののの交通混雑交通混雑交通混雑交通混雑をををを解消解消解消解消することをすることをすることをすることを目的目的目的目的にににに計計計計

画画画画されたされたされたされた路線路線路線路線でありでありでありであり、、、、神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県にとってもにとってもにとってもにとっても、、、、周辺道路周辺道路周辺道路周辺道路のののの混雑解消混雑解消混雑解消混雑解消やややや都市間都市間都市間都市間

のののの連携強連携強連携強連携強化化化化、、、、産業産業産業産業のののの発展発展発展発展などがなどがなどがなどが期待期待期待期待されるされるされるされる重要重要重要重要なななな自動車専用道路自動車専用道路自動車専用道路自動車専用道路でありでありでありでありまままま

すすすす。。。。本町本町本町本町にはにはにはには２２２２つのインターチェンジがつのインターチェンジがつのインターチェンジがつのインターチェンジが設置設置設置設置されましたされましたされましたされました。。。。現在現在現在現在、、、、本町本町本町本町ではではではでは、、、、

さがみさがみさがみさがみ縦貫道路縦貫道路縦貫道路縦貫道路がががが平成平成平成平成 27272727 年年年年 3333 月月月月 8888 日日日日にににに全線開通全線開通全線開通全線開通したことによりしたことによりしたことによりしたことにより、、、、交通結交通結交通結交通結

節点節点節点節点のののの利便性利便性利便性利便性をををを生生生生かかかかしたしたしたした新新新新たなたなたなたな拠点拠点拠点拠点づくりのづくりのづくりのづくりの形成形成形成形成にににに向向向向けけけけ、、、、周辺周辺周辺周辺のまちづくのまちづくのまちづくのまちづく

りりりり整備整備整備整備をををを進進進進めていますめていますめていますめています。。。。     
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寒川町核兵器廃絶平和都市宣言寒川町核兵器廃絶平和都市宣言寒川町核兵器廃絶平和都市宣言寒川町核兵器廃絶平和都市宣言     

    

    わがわがわがわが国国国国はははは世界唯一世界唯一世界唯一世界唯一のののの核被爆国核被爆国核被爆国核被爆国でありでありでありであり、、、、核兵器核兵器核兵器核兵器のののの廃絶廃絶廃絶廃絶とととと世界世界世界世界のののの恒久平和恒久平和恒久平和恒久平和

はははは、、、、全国民共通全国民共通全国民共通全国民共通のののの願願願願いであるいであるいであるいである。。。。     

    しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら、、、、 地球上地球上地球上地球上 にはにはにはには 多多多多くのくのくのくの核兵器核兵器核兵器核兵器がががが 貯貯貯貯えられえられえられえられ 更更更更にににに 増強増強増強増強のののの 傾向傾向傾向傾向

にあるにあるにあるにある。。。。     

    寒川町寒川町寒川町寒川町はははは、、、、このようなこのようなこのようなこのような現状現状現状現状をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、国是国是国是国是であるであるであるである非核三原則非核三原則非核三原則非核三原則のののの順守順守順守順守

とととと、、、、すべてのすべてのすべてのすべての核兵器核兵器核兵器核兵器のののの廃絶廃絶廃絶廃絶をををを強強強強くくくく訴訴訴訴ええええ、、、、恒久的恒久的恒久的恒久的なななな世界平和世界平和世界平和世界平和をををを願願願願いいいい、、、、ここここ

こにこにこにこに核兵器廃絶平和都市核兵器廃絶平和都市核兵器廃絶平和都市核兵器廃絶平和都市となることをとなることをとなることをとなることを宣言宣言宣言宣言するするするする。。。。             

    

昭和昭和昭和昭和６０６０６０６０年年年年６６６６月月月月１３１３１３１３日日日日     

健康都市宣言健康都市宣言健康都市宣言健康都市宣言  

 

 健康健康健康健康 はははは、、、、 生生生生 きがいのあるきがいのあるきがいのあるきがいのある充実充実充実充実したしたしたした 生活生活生活生活 をををを送送送送 るうえでるうえでるうえでるうえで 、、、、 最最最最もももも 重要重要重要重要 でででで基基基基

本的本的本的本的なななな条件条件条件条件であるであるであるである。。。。     

    高齢化社会高齢化社会高齢化社会高齢化社会 のののの進展進展進展進展 、、、、生活様式生活様式生活様式生活様式のののの 変化変化変化変化 にににに 伴伴伴伴いいいい 、、、、豊豊豊豊 かでかでかでかで 住住住住みみみみ 良良良良 いいいい生活環生活環生活環生活環

境境境境のののの確保確保確保確保とととと健康健康健康健康づくりをづくりをづくりをづくりを積極的積極的積極的積極的にににに進進進進めていくことがめていくことがめていくことがめていくことが重要重要重要重要であるであるであるである。。。。     

    寒川町寒川町寒川町寒川町 はははは、、、、 このようなこのようなこのようなこのような 現状現状現状現状 をををを踏踏踏踏 まえまえまえまえ 、、、、 町民一人町民一人町民一人町民一人 ひとりがひとりがひとりがひとりが 生涯生涯生涯生涯をををを 通通通通じじじじ

てててて健全健全健全健全なななな 心心心心とととと 体体体体をををを 育育育育 てることにつとめてることにつとめてることにつとめてることにつとめ 、、、、 明明明明るくるくるくるく幸幸幸幸 せなせなせなせな 生活生活生活生活 をををを 送送送送ることることることること

をねがいをねがいをねがいをねがい、、、、ここにここにここにここに「「「「健康都市健康都市健康都市健康都市」」」」とすることをとすることをとすることをとすることを宣言宣言宣言宣言するするするする。。。。     

    

昭和昭和昭和昭和６２６２６２６２年年年年９９９９月月月月２８２８２８２８日日日日     

 

寒川町環境宣言寒川町環境宣言寒川町環境宣言寒川町環境宣言  

    

    わたくしたちのまちわたくしたちのまちわたくしたちのまちわたくしたちのまち寒川寒川寒川寒川はははは 、、、、豊豊豊豊 かなかなかなかな 恵恵恵恵 みをもたらすみをもたらすみをもたらすみをもたらす 相模川相模川相模川相模川 とともにとともにとともにとともに

緑豊緑豊緑豊緑豊かなまちとしてかなまちとしてかなまちとしてかなまちとして、、、、発展発展発展発展をつづけてきましたをつづけてきましたをつづけてきましたをつづけてきました。。。。     

    このこのこのこの豊豊豊豊 かなかなかなかな 自然自然自然自然 のののの 恵恵恵恵みをみをみをみを守守守守 りりりり育育育育 てててて、、、、 よりよいよりよいよりよいよりよい環境環境環境環境をををを 子子子子やややや 孫孫孫孫 にににに引引引引 きききき継継継継

いでいくことはいでいくことはいでいくことはいでいくことは、、、、今今今今にににに生生生生きるわたくしたちのきるわたくしたちのきるわたくしたちのきるわたくしたちの責務責務責務責務でありますでありますでありますであります。。。。     

    今日今日今日今日、、、、自然環境自然環境自然環境自然環境はははは、、、、地球的規模地球的規模地球的規模地球的規模でででで破壊破壊破壊破壊がががが進進進進みみみみ、、、、わたくしたちのわたくしたちのわたくしたちのわたくしたちの生活生活生活生活

にににに深刻深刻深刻深刻なななな影響影響影響影響をををを与与与与えていますえていますえていますえています。。。。     

    わたくしたちわたくしたちわたくしたちわたくしたち寒川町民寒川町民寒川町民寒川町民 はははは、、、、 自自自自らもらもらもらも自然自然自然自然 のののの一員一員一員一員であることをであることをであることをであることを 自覚自覚自覚自覚 しししし、、、、

町町町町、、、、 町民町民町民町民 、、、、事業者事業者事業者事業者 がががが 一体一体一体一体 となりとなりとなりとなり、、、、 地球環境地球環境地球環境地球環境にやさしいまちづくりににやさしいまちづくりににやさしいまちづくりににやさしいまちづくりに取取取取

りりりり組組組組むことをここにむことをここにむことをここにむことをここに宣言宣言宣言宣言いたしますいたしますいたしますいたします。。。。     

平成平成平成平成５５５５年年年年３３３３月月月月２６２６２６２６日日日日     
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【【【【１１１１】】】】町町町町のののの概要概要概要概要    

町 制 施 行 年 月 日

人 口 （ H31.4.1 現 在 ）

男

女

世 帯 数 （ H31.4.1 現 在 ）

　　　面　　　　　　　　積

　　　規　　　　　　　　模 　ひろがり 東西 2.937 ｋｍ

南北 5.480 ｋｍ

　第１次産業 487 人

産 業 別 就 業 人 口 　第２次産業 7,629 人

（平成27年国勢調査） 　第３次産業 14,950 人

19,630 世帯

1,342 ha

昭和15年11月1日

48,273 人

24,440 人

23,833 人

 

【【【【２２２２】】】】町町町町のののの職員数職員数職員数職員数                 （（（（平成平成平成平成 31313131 年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）「）「）「）「単位単位単位単位：：：：人人人人」」」」     

定 数 現 員 数

248 241

（再任用19人含まず）

事務部局の職員 24 24

（再任用5人含まず）

学校、その他の教育

機関の職員

47 19

2 2

3 2

2 2

58 59

6 5

390 354

７　議会の事務部局の職員

１　町長の事務部局の職員

部 局 名

計

２　教育委員会

３　選挙管理委員会の事務部局の職員

４　監査委員の事務部局の職員

５　農業委員会の事務部局の職員

６　消防機関の職員
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【【【【３３３３】】】】町町町町のののの財政状況財政状況財政状況財政状況        

令和元年度 予算額 140 億 9,200 万 0 千円 （ 対前年度伸率 3.6% ）

一般会計

歳 入 町税 84 億 0 万 0 千円 （ 構成比 59.6% ）

町債 1 億 9,730 万 0 千円 （ 〃 1.4% ）

歳 出 人件費 32 億 1,522 万 9 千円 （ 〃 22.8% ）

物件費 28 億 8,981 万 8 千円 （ 〃 20.5% ）

普通建設事業費 4 億 9,124 万 4 千円 （ 〃 3.5% ）

令和元年度 50 億 5,938 万 0 千円 （ 対前年度伸率 △ 2.1% ）

特別会計 9 億 6,645 万 9 千円 （ 〃 5.6% ）

33 億 9,968 万 3 千円 （ 〃 6.9% ）

22 億 6,980 万 2 千円 （ 〃 0.9% ）

後期高齢者医療事業

介護保険事業

総 計

予

算

２５７億８，７３２万４千円（対前年度伸率　２．４％）

国民健康保険事業

公営企業会計　下水道事業

平成29年度 171 億 2,251 万 0 千円 （ 対前年度伸率 15.6% ）

一般会計 158 億 8,810 万 1 千円 （ 対前年度伸率 12.9% ）

11 億 6,236 万 1 千円 （ 対前年度伸率 70.0% ）

平成29年度

特別会計 64 億 2,313 万 5 千円 （ 対前年度伸率 △ 5.6% ）

62 億 8,050 万 5 千円 （ 対前年度伸率 △ 0.4% ）

1 億 4,263 万 0 千円 （ 対前年度伸率 △ 71.4% ）

8 億 9,332 万 9 千円 （ 対前年度伸率 3.2% ）

8 億 7,227 万 9 千円 （ 対前年度伸率 3.1% ）

2,105 万 0 千円 （ 対前年度伸率 7.9% ）

29 億 8,581 万 8 千円 （ 対前年度伸率 12.1% ）

28 億 101 万 6 千円 （ 対前年度伸率 10.4% ）

1 億 8,480 万 1 千円 （ 対前年度伸率 45.6% ）

7,832 万 5 千円 （ 対前年度伸率 0.0% ）

7,832 万 5 千円 （ 対前年度伸率 0.0% ）

0 千円 （ 対前年度伸率 - ）

平成29年度

特別会計 13 億 2,001 万 9 千円 （ 対前年度伸率 △ 0.8% ）

公営企業会計 13 億 187 万 7 千円 （ 対前年度伸率 △ 1.0% ）

4 億 7,632 万 6 千円 （ 対前年度伸率 14.3% ）

9 億 847 万 4 千円 （ 対前年度伸率 5.3% ）

決

算 資本的収入

資本的支出

下水道事業

歳入総額

歳出総額

決

算

実質収支額

総 計

収益的収入

２７５億　　３１１万７千円

２５９億２，０２２万６千円

介護保険事業

歳入総額

歳入総額

歳出総額

収益的支出

歳入総額

歳出総額

実質収支額

実質収支額

歳入総額

（仮称）健康福祉総合セ

ンター用地取得事業

実質収支額

歳入総額

歳出総額

国民健康保険事業

歳出総額

後期高齢者医療事業

歳出総額

実質収支額



- 7 - 

【【【【４４４４】】】】指数等指数等指数等指数等（（（（平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年度決算数字度決算数字度決算数字度決算数字））））    

1.049 （ 前年度 1.035 ）

93.5% （ 前年度 96.6% ）

6.8% （ 前年度 8.2% ）

自主財源・依存財源割合

自主財源 74.2% （ 前年度 72.5% ）

依存財源 25.8% （ 前年度 27.5% ）

①実質赤字比率
―

（ ）

（△12.74％） （ ）

②連結実質赤字比率
―

（ ）

（△17.52％） （ ）

③実質公債費比率 3.8% （ ）

（ ）

④将来負担比率 （△3.6%） （ ）

―
（ ）

（下水道特別会計） （△12.9％）

100 （ ）

26.9% （ ）高齢化率

平成30年4月1日現在

平成31年4月1日現在

財政力指数

経常収支比率

公債費比率

ラスパイレス指数

早期健全化基準　13.49％

早期健全化基準　18.49％

経営健全化基準　20.0％資金不足比率

健全化判断比率（平成２９年度比率）

財政再生基準　20.0％

財政再生基準　30.0％

早期健全化基準　25.0％

財政再生基準　35.0％

早期健全化基準　350.0％

【【【【５５５５】】】】土地利用土地利用土地利用土地利用のののの状況状況状況状況            （平成３０年１月１日現在）[単位：ha] 

田 畑

80.6 203.4 507.2 13.9 136.9 400.0 1,342

698 ha （52.0％）

644 ha （48.0％）

農 地

市 街 化 区 域

市 街 化 調 整 区 域

計その他雑種地山林・原野宅地
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【【【【６６６６】】】】議員定数議員定数議員定数議員定数                                                平成３１年４月１日現在  

条例定数 現員数 

18 人  17 人  

 

【【【【７７７７】】】】年齢別年齢別年齢別年齢別・・・・当選回数別当選回数別当選回数別当選回数別                                     （  ）内は女性[単位：人] 

70歳代 1 1 (1) 1 1

60歳代 1

50歳代 1 3 1 (1) 1 1

40歳代 1 2

30歳代 2

計 4 7 1 (1) 2 (1) 2 1

８回５回 ６回 ７回１回 ２回 ３回 ４回

 

【【【【８８８８】】】】党党党党・・・・会派別議員数会派別議員数会派別議員数会派別議員数                                         （  ）内は女性[単位：人] 

党派

会派

1 3 4

3 2 5

3 3

3 （1） 3 （1）

2 （1） 2 （1）

3 （1） 3 1 3 7 （1） 17 （2）

計

日 本

共 産 党

立 憲

民 主 党

無 所 属公 明 党

日 本 共 産 党

自 由

民 主 党

計

公 明 党

会派に属さない議員

大 志 会

自民党・無所属の会
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【【【【９９９９】】】】委員会及委員会及委員会及委員会及びびびび各所掌事務各所掌事務各所掌事務各所掌事務    

    ○○○○常任委員会名称及常任委員会名称及常任委員会名称及常任委員会名称及びびびび委員数委員数委員数委員数    

        

    

○○○○常任委員会所掌事務常任委員会所掌事務常任委員会所掌事務常任委員会所掌事務    

名 称 所 掌 事 務

1　企画部、総務部及び町民部の所管に関する事項

2　会計課の所管に関する事項

総 務 3　消防本部、消防署、消防団の所管に関する事項

常 任 委 員 会 4　選挙管理委員会の所管に関する事項

5　監査委員の所管に関する事項

6　固定資産評価審査委員会の所管に関する事項

7　その他、他の常任委員会の所管に属さない事項

文 教 福 祉 1　福祉部及び健康子ども部の所管に関する事項

常 任 委 員 会 2　教育委員会の所管に関する事項

建 設 経 済

1　環境経済部、都市建設部及び拠点づくり部の所管

　 に関する事項

常 任 委 員 会 2　農業委員会の所管に関する事項

    

    

    

名 称 委 員 数

総務常任委員会 10  人

文教福祉常任委員会 9  人

建設経済常任委員会 9  人  
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○○○○議会運営委員会委員数及議会運営委員会委員数及議会運営委員会委員数及議会運営委員会委員数及びびびび所掌事務所掌事務所掌事務所掌事務    

議会運営委員会 ５人

  

１　議会の運営に関する事項

２　議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項

３　議長の諮問に関する事項

    

○○○○特別委員会名称及特別委員会名称及特別委員会名称及特別委員会名称及びびびび委員数委員数委員数委員数    

 

委 員 数

8 人

8 人

名 称

東海道新幹線新駅対策特別委員会

田端西地区まちづくり対策特別委員会

 

○○○○特別委員会特別委員会特別委員会特別委員会所掌事務所掌事務所掌事務所掌事務    

 

東 海 道 新 幹 線

新 駅 対 策

特 別 委 員 会

田 端 西 地 区

ま ち づ く り 対 策

特 別 委 員 会

東海道新幹線新駅周辺のまちづくり及びJR相模

線の複線化に係わる調査研究

田端西地区まちづくりの推進に向けた調査研究

 

【【【【１０１０１０１０】】】】任期任期任期任期    

議 長 ・ 副 議 長 ２年（申し合わせ）

常 任 委 員 ２年（委員会条例）

議 会 運 営 委 員 ２年（委員会条例）

特 別 委 員 原則的に委員会解散時まで

    



- 11 - 

【【【【１１１１１１１１】】】】報酬等報酬等報酬等報酬等    

  

議 長 （月額） 479,000 円

副 議 長 （月額） 397,000 円

議 員 （月額） 368,000 円

町 長 （月額） 829,000 円

副 町 長 （月額） 673,000 円

教 育 長 （月額） 618,000 円

監 査 委 員 （月額） 143,300 円

議 会 選 出 監 査 委 員 （月額） 87,000 円

 

 

【【【【１２１２１２１２】】】】費用弁償費用弁償費用弁償費用弁償                                             

  

本 会 議 委 員 会 視 察

0 円 0 円 0 円

（平成19年4月から廃止） （平成19年4月から廃止） （平成19年4月から廃止）

 

 

【【【【１３１３１３１３】】】】視察旅費視察旅費視察旅費視察旅費（令和元年） 

  

１人当たり（年額） 100,000 円

常 任 委 員 会

 

 

【【【【１４１４１４１４】】】】政務活動政務活動政務活動政務活動費費費費    

 

 

 

 

 

  ※収支報告書には、領収書を添付し提出 

１人当たり（年額） 240,000 円

政 務 活 動 費 交 付 額
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【【【【１５１５１５１５】】】】議会運営議会運営議会運営議会運営    

議 案 配 布

通告書の受付及び期限 定例月会議の議案配布日の1日間

※平成24年第2回定例会から通年議会を導入

通 告 の 内 容 要旨を箇条書き

質 問 順 位 通告順

質 問 回 数 制限していない

質 問 時 間 ３０分

※平成20年第1回定例会から実施

質 問 者 数 制限していない

日 数 定例月会議の２日間

人 事 案 件 委員会付託を省略して、本会議で採決

条例等一般議案

本会議で質疑後、所管の各常任委員会に

付託

予 算 ・ 決 算 補正予算は委員会付託を省略

当初予算・決算は本会議で質疑後、特別

委員会を設置し、当該委員会に付託

一 般 質 問

議 案 審 査

議会招集日の３日前
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【【【【１６１６１６１６】】】】定例月会議定例月会議定例月会議定例月会議開催状況開催状況開催状況開催状況                             [平成 30.1.1～ 12.31]    

本 会 議 休 会 日 の そ の 他 の

日 数 委員会日数 休 会 日 数

1 日 － － 1 日

1 日 － － 1 日

5 日 9 日 15 日 29 日

1 日 － － 1 日

5 日 4 日 9 日 18 日

24 日 26 日 49 日 99 日

第1回

年 間 計

11月会議 1 日 － －

定

例

会

5 日 4 日

16 日

1月会議

12月会議

1 日

9 日

6月会議

会 期 日 数

3月会議

3月第2回会議

計

1月第2回会議

9月会議 5 日 30 日

9 日 18 日

【【【【１７１７１７１７】】】】付議件数付議件数付議件数付議件数                                                     [平成 30.1.1～ 12.31] 

条

例

予

算

決

算

そ

の

他

事

件

専

決

処

分

法

一

七

九

条

計

条

例

意

見

書

決

議

規

則

そ

の

他

計

定例会 29 26 6 14 75 0 2 1 0 3

提 出 者 別 ・ 種 類 別

区

分

0

町　長　提　出 委員会提出・議員提出
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【【【【１８１８１８１８】】】】会議録会議録会議録会議録・・・・議会広報議会広報議会広報議会広報    

定 例 会 ・ 臨 時 会 全文記録し反訳を委託し、印刷は事務局で行う

　平成１９年から会議録検索システムを導入

常 任 委 員 会 全文記録（反訳を委託）

特 別 委 員 会 全文記録（反訳を委託）

発 行 回 数 年４回（昭和４７年６月２０日創刊）

議 会 広 報 編 集 体 制 議員と事務局共同編集型

発 行 経 費 令和元年度3,461千円（81,200部）

配 布 全戸配布

インターネットによる生中継及び録画中継

平成２０年第３回定例会から導入

インターネットによる生中継

平成２９年第２回定例会６月会議から導入

議会放映

会 議 録

（さむかわ議会だより）

本 会 議

委 員 会

【【【【１９１９１９１９】】】】議会費予算議会費予算議会費予算議会費予算（（（（平成平成平成平成 31313131 年度年度年度年度））））                                        [単位：千円] 

区分 報酬 給料 

職 員 手 当

等  

共済費 報償費 旅費 交際費 

予算額 79,696 21,463 51,674 32,506 38 4,424 600 

       

 

需用費 役務費 委託料 

使 用 料 及

び 賃 借 料  

負 担 金 補

助 及 び 交

付 金  

 4,322 151 7,620 1,921 5,701 

      

 

 

   

議会費計 

210,116 

 

   

 

    

【【【【２０２０２０２０】】】】議会事務局議会事務局議会事務局議会事務局のののの組織組織組織組織・・・・構成構成構成構成    

    

職員数    定数 6 名   現員 5 名  

    

局長 次長

総務担当

3名



％ ( ％ )

      ５. 面積については、調査年度の10月1日現在の市区町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。

      ６. 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合、「給料月額(百円)」及び「一人当たり平均給料月額(百円)」を「アスタリスク(＊)」としている。（その他、数値のない欄については、すべてハイフン(-)としている。）

      ７.「一般職員等」、「ラスパイレス指数」、「特別職等」については、地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において平成30年調査結果が未公表であるため、前年度の数値を引用している。

99.4

]

純 固 定 資 産 税

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

      ２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出。 22

868,482 保 険 給 付 費 314 (％)

　　　３．産業構造の比率は分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

　　　４．人口については、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

市 町 村 民 税 98.8 96.5 98.9 96.2

歳 出 合 計 15,861,895 100.0 10,107,895 11,342,304 千円 そ の 他 98.8 99.5 98.5

合 計 99.2 97.9 99.2 97.7
災 害 復 旧 事 業 費 - - - 及び臨時財政対策債除く) 保険税(料)収入額 100 現

年
・計

失 業 対 策 事 業 費 - - - 歳 入 一 般 財 源 等 国 民 健 康 保 険 447,980 国 庫 支 出 金 87

工 業 用 水 道 - 被 保 険 者 数 ( 人 ) 11,298 徴

収

率

[

交 通 -
被保険者
１人当り{

336,924 経 常 収 支 比 率 下 水 道 489,700 収 益 事 業 収 入 - -

内

　

訳

う ち 補 助 613,172 3.9 58,121 93.5 93.5 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 6,895 土 地 開 発 基 金 現 在 高 583,408 583,394

う ち 単 独 681,318 4.3 275,132 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )

7,132,331

う ち 人 件 費 28,827 0.2 28,827 8,715,528 千円 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

合 計 1,806,162 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 142,630

再 差 引 収 支 -45,386

上 水 道 -

実 質 的 な も の - -

普 通 建 設 事 業 費 1,298,161 8.2

投 資 的 経 費 1,298,161 8.2 336,924 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他

988,116

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 15,861,895 100.0 1,298,161 - -

- -

債務負担行為額
（支出予定額）

物 件 等 購 入

10,107,895 保 証 ・ 補 償

889,186

6,388,562

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 88,000 0.6 - - - 前 年 度 繰 上 充 用 金 - -

735,297

積 立 金 1,025,595 6.5 461,870 - - 諸 支 出 金 - - - - 地 方 債 現 在 高 8,525,974 9,069,164

繰 出 金 1,316,462 8.3 1,087,764 896,323 9.6 公 債 費 1,134,930 7.2

1,511,017

うち一部事務組合負担金 18,945 0.1 18,758 18,758 0.2 災 害 復 旧 費 - - 46,935

289,257 1,382,309
積 立 金
現 在 高

財 調 1,332,960

- - 減 債 46,942

- 1,134,930 特 定 目 的 1,281,408

補 助 費 等 1,233,975 7.8 1,069,757 845,491 9.1 教 育 費 1,580,251 10.0

( ％ ) 3.8 4.7

維 持 補 修 費 94,587 0.6 68,984 68,766 0.7 消 防 費 634,892 4.0 51,280 578,990 将 来 負 担 比 率 ( ％ ) - 9.3

物 件 費 3,534,823 22.3 2,046,600 1,869,282 20.1 土 木 費 1,381,977 8.7

( ％ ) - -

( 義 務 的 経 費 計 ) 7,270,292 45.8 5,035,996 5,035,666 54.0 商 工 費 連 結 実 質 赤 字 比 率 ( ％ ) - -

農 林 水 産 業 費 88,886 0.6 7,165 84,976 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

157,390 1.0 4,274 113,107

358,574 1,124,280 実 質 公 債 費 比 率

労 働 費 70,066 0.4 19,640 13,901 公 債 費 負 担 比 率 ( ％ ) 10.0 11.6

衛 生 費 1,597,080 10.1 192,418 890,620 実 質 収 支 比 率 ( ％ ) 12.7 7.5内

訳

元 利 償 還 金{
元 金 1,056,890 6.7 1,056,890 1,056,890 11.3

利 子 78,027 0.5 78,027 78,027 0.8

一 時 借 入 金 利 子 13 0.0 13 13 0.0

41,328 2,054,223 標 準 財 政 規 模 9,121,778 9,057,377

公 債 費 1,134,930 7.2 1,134,930 1,134,930 12.2 民 生 費 5,257,092 33.1 334,225 2,527,441 財 政 力 指 数 1.05 1.03

扶 助 費 3,051,649 19.2 957,585 957,585 10.3 総 務 費 3,755,889 23.7

2,943,481 2,943,151 充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額 6,695,321 6,720,377

う ち 職 員 給 2,150,286 13.6 2,029,928 - - 議 会 費 203,442 1.3 - 203,118 標 準 税 収 入 額 等 9,121,778 9,057,377

区 分 平成２９年度(千円) 平成２８年度(千円)

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率
区 分

決 算 額
( Ａ )

構 成 比
(Ａ )のうち

31.6 普通建設事業費

(Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 7,090,666 7,044,988

人 件 費 3,083,713 19.4

歳 入 合 計 17,096,304 100.0 9,318,858 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ･ ％ ) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単位 ：千 円 ･ ％ )

うち減収補塡債(特例分 ) - - - -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 - - - -

諸 収 入 377,125 2.2 93 0.0

地 方 債 513,700 3.0 - -

繰 入 金 657,534 3.8 - -

繰 越 金 745,270 4.4 - -

3,680

寄 附 金 1,534,179 9.0 - - 合 計 8,674,402 100.0 46,572 伝 染 病 × そ の 他 ○

税 務 事 務 × 小 学 校 × 議 会 副 議 長 1 28.04.01 3,970

財 産 収 入 99,932 0.6 - - 旧 法 に よ る 税 - - - 老 人 福 祉 × 中 学 校 × 議 会 議 員 16 28.04.01 

都 道 府 県 支 出 金 1,097,980 6.4 - - 法 定 外 目 的 税 - - -

退 職 手 当 ○ 火 葬 場 × 教 育 長 1 27.04.01 6,180

( 特 別 区 財 調 交 付 金 ) 水 利 地 益 税 等 - - - 事 務 機 共 同 × 常 備 消 防 × 議 会 議 長 1 28.04.01 4,790

国 有 提 供 交 付 金
- - - -

都 市 計 画 税 503,048 5.8 -

× 市 区 町 村 長 1 27.04.01 8,290

- 事 業 所 税 - - - 非常勤公務災害 × ご み 処 理 × 副 市 区 町 村 長 1 27.04.01 6,730

一人当たり平均給料
（報酬）月額（百円）使 用 料 33,501 0.2 25,916 0.3 法 定 目 的 税

手 数 料 29,247 0.2 - - 内

訳

国 庫 支 出 金 1,695,754 9.9 -

入 湯 税 - - - 議員公務災害 × し 尿 処 理

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等
503,048 5.8 -

定 数 適用開始年月日
分 担 金 ・ 負 担 金 508,041 3.0 - - 目 的 税 503,048 5.8 -

合 計 314 998,708 3,181

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,838 0.0 6,838 0.1 法 定 外 普 通 税 - - - ラ ス パ イ レ ス 指 数 101.1

( 一 般 財 源 計 ) 9,797,203 57.3 9,286,011 99.6 特 別 土 地 保 有 税 - - -

18,560 3,712

震 災 復 興 特 別 交 付 税 - - - - 鉱 産 税 - - - 臨 時 職 員 - - -

- 財 源 超 過 ○ う ち 技 能 労 務 員 20 63,280 3,164

特 別 交 付 税 8,144 0.0 - - 市 町 村 た ば こ 税 372,387 4.3 - 教 育 公 務 員

一

般

職

員

等

一 般 職 員49.7 -

5

内

訳

普 通 交 付 税 - - - - 軽 自 動 車 税 91,672 1.1

309 980,148 3,172

地 方 交 付 税 8,144 0.0 - -

固 定 資 産 税 4,311,534

う ち 純 固 定 資 産 税 4,172,540 48.1 - 指 数 表 選 定 ○ う ち 消 防 職 員 56 167,552 2,992

151,905 1.8 - 近 畿

財政健全化等 ×

562,078 6.5 46,572 中 部 ×軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - - 法 人 税 割

法 人 均 等 割

地 方 特 例 交 付 金 48,836 0.3 48,836 0.5

×

○ 実 質 単 年 度 収 支 300,564 67,381

職員数(人)
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )

区 分

2,598,572 30.0 - 首 都

山 振

積 立 金 取 崩 し 額 640,029 397,500

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - - 所 得 割

内

訳

自 動 車 取 得 税 交 付 金 52,503 0.3 52,503 0.6

×個 人 均 等 割 83,206 1.0

× 繰 上 償 還 金 - -

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 - - - - 過 疎-

地 方 消 費 税 交 付 金 829,462 4.9 829,462 8.9 市 町 村 民 税 3,395,761 39.1 46,572

105,652

道府県民税所得割臨時交付金 - - - - 法 定 普 通 税 8,171,354 94.2 46,572 旧 産 炭 × 積 立 金 461,972 359,229

- 普 通 税 8,171,354 94.2 46,572 低 開 発 × 単 年 度 収 支 478,621

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 72,048 61,530

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 40,737 0.2 40,737 0.4 旧 工 特 × 実 質 収 支 1,162,361 683,740

歳 出 総 額 15,861,895 14,042,828

利 子 割 交 付 金 8,058 0.0 8,058 0.1 歳 入 歳 出 差 引 1,234,409 745,270

地 方 譲 与 税 97,192 0.6 97,192 1.0
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

収

支

状

況

配 当 割 交 付 金 37,869 0.2 37,869 0.4
区 分 収 入 済 額 構 成 比 超過課税分

旧 新 産 ×

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 - - -

平 成 ２ ８ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
14,116 13,787

61.8 歳 入 総 額 17,096,304地 方 税 8,674,402 50.7 8,171,354 87.7 63.5 14,788,098

神奈川県 寒川町

第 ２ 次
7,629 8,042

36.0
区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比

34.3
区 分 平 成 ２ ９ 年 度 ( 千 円 )

4830.2 ％ -0.0 ％
第 １ 次

487

歳 入 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )
2.2 2.2

決 算 状 況
面 積 13.34 k㎡ 29. 1. 1 48,372

人 口 密 度 3,593 人 増 減 率

団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅴ－２

２２年国調

2 - 6

0.6 ％ 30. 1. 1 48,446 人 47,731 人
区分 ２７年国調

人 47,736 人 14 3219

地 方 交 付 税 種 地

住民基本台帳人口 う ち 日 本 人 産 業 構 造 都 道 府 県 名
平 成 ２ ９ 年 度

人

口

２ ７ 年 国 調 47,936 人
区 分

２ ２ 年 国 調 47,672 人

増 減 率



 

（（（（3333）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
神奈川県寒川町神奈川県寒川町神奈川県寒川町神奈川県寒川町平成平成平成平成29292929年度年度年度年度

人 口人 口人 口人 口

う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人

面 積面 積面 積面 積

歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額

歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額

実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

48,44648,44648,44648,446

47,73147,73147,73147,731

13.3413.3413.3413.34

17,096,30417,096,30417,096,30417,096,304

15,861,89515,861,89515,861,89515,861,895

1,162,3611,162,3611,162,3611,162,361

9,121,7789,121,7789,121,7789,121,778

8,525,9748,525,9748,525,9748,525,974

人人人人(H30.1.1(H30.1.1(H30.1.1(H30.1.1現在現在現在現在))))

人人人人(H30.1.1(H30.1.1(H30.1.1(H30.1.1現在現在現在現在))))

ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

3.83.83.83.8

----

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H25  ⅤH25  ⅤH25  ⅤH25  Ⅴ－２－２－２－２ H26  ⅤH26  ⅤH26  ⅤH26  Ⅴ－２－２－２－２ H27  ⅤH27  ⅤH27  ⅤH27  Ⅴ－１－１－１－１

H28  ⅤH28  ⅤH28  ⅤH28  Ⅴ－２－２－２－２ H29  ⅤH29  ⅤH29  ⅤH29  Ⅴ－２－２－２－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※「定員管理の状況」及び「給与水準（国との比較）」は地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において

平成30年調査結果が未公表であるため、平成29年度の数値については、前年度の数値を引用している。

※人口については、各調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [1.05][1.05][1.05][1.05]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

2/1002/1002/1002/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

0.510.510.510.51

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

0.910.910.910.91

財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄

平成２０年度秋の景気低迷後も経済情勢の回復が遅れ、個人所得及び法人収益が伸びず、それ

に伴い町税の減収が続いたことから財政力指数の減が続き、平成２４年度、２５年度の単年度での

指数が０．９９となり、交付団体へと転じた。平成２６年度から町内保育園３園を民営化したことで、交

付税措置されなくなり、需要額が減となったことや、地方消費税率引き上げによる地方消費税交付

金の増による収入額の増などが原因で、平成２６年度には単年度指数が１．０１となり、３年ぶりに不

交付団体へ転じ、平成２７年度は単年度の指数が１．０４、３か年平均指数が１．０２、平成２８年度は

単年度の指数が１．０５、３か年平均指数が１．０３、平成２９年度にあっては、単年度の指数は１．０

６、３か年平均の指数は１．０５と上昇傾向となった。これは、日本経済が堅調に推移していることか

ら、歳入総額の約５割を占める町税が対前年比で１５４，１５２千円の増（１．８％）となり、財政力指

数自体は類似団体を上回っているものの、景気動向次第では町税収入の下振れリスクは常に伴う

ものであるから、今後も財源の確保に努めていく。

0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.260.260.260.26

1.461.461.461.46

0.660.660.660.66

0.650.650.650.65
0.670.670.670.67

0.630.630.630.630.630.630.630.63

H29H28H27H26H25

1.051.051.051.05

1.031.031.031.03
1.011.011.011.011.001.001.001.001.001.001.001.00

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [93.5%][93.5%][93.5%][93.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

75/10075/10075/10075/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

92.892.892.892.8

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

97.297.297.297.2

経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄

平成２１年度に町税の大幅な減収により初の９０％台となったが、平成２２年度においては経常経費の削減に

努めるなど３．６ポイント改善し８０％台へ回復した。平成２３年度は扶助費、公債費の増により、経常経費充当

一般財源等が大幅な増となったことから再び９０％台へと転じた。平成２４年度は、３３年ぶりに交付団体となっ

たことで普通交付税の増及び臨時財政対策債発行可能額の増により、対前年度比０．２ポイント改善したが、

平成２５年度は、臨時財政対策債や町税、普通地方交付税などの減により分母側の減が大きく、２．６ポイント

上昇し、平成２６年度からは再び不交付団体となり、臨時財政対策債や普通地方交付税の皆減など１．９ポイ

ント上昇した。平成２７年度は地方消費税交付金が地方消費税率の引き上げによる影響額で増額となったこと

などにより０．５ポイント改善し９８．２％となった。平成２８年度は、分子・分母ともに減となったが、分子側の公

債費充当が大幅に下がったことで、１．６ポイント改善し９６．６％となった。平成２９年度にあっては、分子側の

町税が増額、分母側の公債費充当が減額したことにより、経常収支比率は３か年続けて改善し、平成２３年度

と同程度の水準となったが、依然として類似団体平均を上回る数値であるため、今後も事業の精査を行い、経

常経費の圧縮に努めていく。

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.9102.9102.9102.9

76.276.276.276.2

90.790.790.790.7

90.790.790.790.7

84.784.784.784.7

88.488.488.488.4

87.287.287.287.2

H29H28H27H26H25

93.593.593.593.5

96.696.696.696.6

98.298.298.298.2
98.798.798.798.7

96.896.896.896.8

人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額 [134,027[134,027[134,027[134,027円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

84/10084/10084/10084/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

131,654131,654131,654131,654

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

128,329128,329128,329128,329

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

類似団体平均額との比較では上回っている状況である。平成２５年度では、人件費において負担

率の改定による退職手当組合負担金の減や給与削減措置の拡大により減となったこと、物件費に

おいて予防接種委託料や田端西地区まちづくり事業に係る調査業務委託料などの減により、人口１

人当たりの決算額は２，０５３円の減となった。平成２６年度は、給与費削減措置の終了により増に

なったこと、広域リサイクルセンターを長期包括運営責任業務委託（アドバイザリー委託含む）とした

ことによる増などにより、６，３９８円の増となった。平成２７年度はほぼ横ばいであったが、平成２８年

度は、対前年度比で人件費は減となっているが備品購入費や役務費といった物件費の増により、人

口１人当たり決算額では４７１円の増となった。平成２９年度は、ふるさと納税拡充に伴い、物件費が

増額したことで人口１人当たり決算額では２３，６３３円の増となった。今後、町有施設の老朽化に伴

う維持補修費の増加も予想されることから、人件費、物件費の適正化に努めていく。

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

253,508253,508253,508253,508

77,73177,73177,73177,731

114,005114,005114,005114,005

113,613113,613113,613113,613

132,511132,511132,511132,511

113,032113,032113,032113,032
108,580108,580108,580108,580

H29H28H27H26H25

134,027134,027134,027134,027

110,394110,394110,394110,394109,923109,923109,923109,923109,602109,602109,602109,602

103,204103,204103,204103,204

給与水準給与水準給与水準給与水準 （国との比較）（国との比較）（国との比較）（国との比較）

ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数 [101.1][101.1][101.1][101.1]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

96/10096/10096/10096/100

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

99.199.199.199.1

全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

96.496.496.496.4

ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄

平成２２年度までは類似団体と同率以上の結果となっていたが、緊急財政対策による給与削減措

置により、平成２３年度から平均値を下回っていた。平成２５年度末で当該給与削減措置が終了と

なったことから、再び平均値を上回る結果となっている。今後も、国等の状況を参考に給与を決定し、

適正な指数水準の維持に努めていく。

なお、今年度のラスパイレス指数は、前年度の数値である。
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99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

102.7102.7102.7102.7

90.190.190.190.1

97.397.397.397.3

97.397.397.397.397.397.397.397.3

96.896.896.896.896.796.796.796.7

H29H28H27H26H25

101.1101.1101.1101.1

101.1101.1101.1101.1

102.0102.0102.0102.0

100.5100.5100.5100.5

99.699.699.699.6

定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況

人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数 [6.48[6.48[6.48[6.48人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

57/10057/10057/10057/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

7.917.917.917.91

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

8.768.768.768.76

人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄

事務事業の見直しや効率化の徹底、柔軟な職員配置を行うとともに、勧奨退職や退職者不補充に

より定員管理の適正化を進めてきたことで、平成２８年度以降は全国平均・神奈川県平均を下回る

結果となったものの、類似団体比較では僅かであるが平均を上回る結果となった。今後もより一層の

定員管理に努めていく。

(人)

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

13.8513.8513.8513.85

3.843.843.843.84

6.426.426.426.42

6.426.426.426.42

7.497.497.497.49

6.736.736.736.736.746.746.746.74

H29H28H27H26H25

6.486.486.486.48

6.496.496.496.49

6.606.606.606.606.576.576.576.576.656.656.656.65

公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [3.8%][3.8%][3.8%][3.8%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

24/10024/10024/10024/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

6.46.46.46.4

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

8.18.18.18.1

実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄

平成２８年度は、分母側のマイナス要因である事業費補正により基準財政需要額に算入された公

債費が▲４５，９９８千円となったものの、分子側のプラス要因である公債費の元利償還金が▲１７３，

２７６千円減し、マイナス要因である事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費が▲４５，

９９８千円となったことで分子が減、分母が増となったため、実質公債費比率（単年度）及び３ヵ年平

均が減となった。

平成２９年度も、公債費の元利償還金が▲１１４，３８０千円減し、事業費補正により基準財政需要

額に算入された公債費が▲５５，７７６千円減したことにより、平成２８年度同様に実質公債費比率

（単年度）及び３ヵ年平均が減となった。毎年度の償還とあわせ、平成２９年度は大規模事業の既発

債の償還が終了したことで地方債現在高が順調に減少し、類似団体比較を下回っている。今後、公

共施設の老朽化が進んでいることから、施設更新等の可能性もあり、公債費の増も否定できないと

ころだが、県内平均値等を１つの目安としながら、適正水準の確保に努めていく。

(%)

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

14.514.514.514.5

△△△△ 1.01.01.01.0

6.86.86.86.8

6.86.86.86.8
7.17.17.17.1

7.77.77.77.7

8.58.58.58.5

H29H28H27H26H25

3.83.83.83.84.74.74.74.7

5.65.65.65.6

6.16.16.16.1
6.56.56.56.5

将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [[[[----%]%]%]%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

1/1001/1001/1001/100

全国平均全国平均全国平均全国平均

33.733.733.733.7

神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均神奈川県平均

99.399.399.399.3

将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄

平成２２年度までは増加傾向にあり、７０％台で推移してきたが、平成２３年度より６０％台、平成２

４年度には５０％台となり、さらに平成２５年度は１６．３ポイント減の３８．４％、平成２６年度は５．９ポ

イント減の３２．５％、平成２７年度は９．４ポイント減の２３．１％、平成２８年度は１３．８ポイントの減

の９．３％となった。これは、過年度借入の地方債の償還期間末期による元金償還の増による地方

債現在高の減（▲７４０，２３１千円）や、資本費平準化債を財源とした元利償還金の償還に宛てたこ

とにより公営企業債等繰入見込額が減少（▲３２０，１３０千円）したことから、分子全体が減少したこ

と、標準財政規模の増額などによる分母が増加したことが大きく影響している。平成２９年度は、大

規模事業の既発債の償還が終了する一方で、大規模事業にかかる新発債を発行していないことか

ら将来負担額がさらに減少し、類似団体平均値を下回った。今後も後世への負担を少しでも軽減す

るよう、将来負担額のうち大きな割合を占める地方債現在高を可能な限り縮減するなど、適正水準

の確保に努めていく。
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